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I. 医学および医療の水準の向上への貢献が日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会の独自
の活動を以下に留意して記載をしてください。 
a. 特に学術的に重要と考えられるもの 
日本集中治療医学会は、集中治療に関するエビデンスを整理し日々の診療に活用すること目的として，
他の日本医学会関連分科会とも連携し、この 3 年間で以下のガイドラインを公表しました
(https://www.jsicm.org/publication/guideline.html)。 
• 日本版敗血症診療ガイドライン 2024（J-SSCG2024）（2024/6/6公表） 
• 日本版重症患者リハビリテーション診療ガイドライン（J-ReCIP 2023）（2023/12/10 公表） 
• ARDS 診療ガイドライン 2021（2022/7/28 公表） 
• 臓器提供を見据えた患者評価・管理と術中管理のためのマニュアル（2022/05/20公表） 
• COVID-19 薬物療法に関する Rapid/Living recommendations 第 5.0 版（2022/07/15公表） 
また、当学会の英文機関誌「Journal of Intensive Care」(https://www.jsicm.org/publication/jic.html)は、
2023年にインパクトファクター3.8 を獲得し（Critical Care 領域 55 誌中 11 位，Q1ジャーナル）、国内
外からの多くの投稿が寄せられています。和文機関誌「日本集中治療医学会雑誌」（査読あり）は、J-
STAGEにおいて掲載論文を公開しています。 
ｂ.当該領域における国際的な役割 
当学会は，世界集中治療医学会（World Federation of Intensive and Critical Care Medicine：WFICC）、
米国集中治療医学会（SCCM）、欧州集中治療医学会（ESICM）、豪州集中治療医学会（ANZICS）、韓国
集中治療医学会（KSCCM）、台湾集中治療医学会（TSCCM/TSECCM）、タイ集中治療医学会（TSCCM）、
シンガポール集中治療医学会（SICM）などの集中治療に関与する国際学会と連携し，各学術集会にお
いてジョイントコングレスを開催するなど国際交流活動を盛んに行っています。国際的な敗血症診療ガ
イドラインである Surviving Sepsis Campaign Guideline（SSCG）は引用回数が 1 万を超えるものです
が、当学会からの代表委員を SSCG 2021および SSCG 2025 において派遣しています。また，世界敗血
症連盟（Global Sepsis Alliance）に協力し，敗血症の認知を高める世界活動を 2012 年より支援してま
いりました。 
ｃ.活動からもたらされる社会的な意義 
集中治療とは、可逆的かつ急性に生じた、呼吸、循環、消化器、腎臓、中枢神経系、血液凝固などの各
臓器システムにおける重篤な機能不全を対象とし、様々なモニタリングと臓器サポート機器を駆使する
ことで、多くは複数生じている臓器機能不全を回復させ重症患者の生命維持を行い、救命さらには社会
復帰をさせることを目的とした医療です。新型コロナウイルス感染症パンデミックにおいて、急性呼吸
不全を呈した数多くの重症患者が ECMO などを用いた集中治療により救命されたことは、広く一般市
民にも知られるところとなり、当学会の活動が大いに注目されることとなりました。加えて、救命が最
終目標ではなく、早期リハビリテーションや早期栄養療法などを行うことで、集中治療後症候群（post 
intensive care syndrome; PICS）を克服し、社会復帰を目指した診療を追求していることを学会として



発信しております（https://www.jsicm.org/public/pics.html）。 
厚労省へ提出する医師届出票に集中治療科を追加すること、日本専門医機構サブスペシャルティ領域

として集中治療科専門医を加えること、などの集中治療が社会的に意義のあるものであることを示す要
望を関係各所にお願いして実現して頂きました。また、入院患者における院内心停止などの重大な有害
事象を早期に発見し，早期介入する医療安全管理システム、Rapid Response System (RRS)の普及に努
め、2022 年度の診療報酬改定では，急性期充実体制加算の要件として RRSの体制整備が追加されてい
ます。加えて、医師の働き方改革に貢献する遠隔集中治療の普及についても活動を行い、2024 年度の診
療報酬改定において、特定集中治療室遠隔支援加算が新設されました。 
ｄ.学会運営上留意している点 
日本集中治療医学会の運営においては，日本医学会分科会および日本医学会と連携し，本邦における集
中治療のあり方を適切に提言できるような体制を構築しています。そのため、合計 100 の委員会・ワー
キンググループ・タスクホースを設置し、理事会の指導下で積極的に活動しています。また、７つの支
部会（北海道，東北，関東・甲信越，東海・北陸， 関西，中国・四国，九州）が、年 1回の支部学術集
会を開催するなかで、各地域での集中治療の学術および教育活動を展開しています。集中治療は、医師
のみならず看護師、臨床工学技士、理学療法士、薬剤師、栄養士などの多職種で行うチーム医療である
ため、委員会などの学会活動においても、多職種で構成された組織体制をとるようにしています。 
Ⅱ.日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会と他の分科会との連携による活動を記載して下
さい． 

集中治療は臓器別ではなく分野横断型医療であるため、当学会では、日本麻酔科学会，日本救急医学会，
日本循環器学会、日本内科学会、日本外科学会、日本小児科学会など多くの分科会との協力体制を構築
しており、ガイドライン作成や合同委員会による指針・提言作成、学術集会での共同企画などを行って
きました。 
また、令和６年度厚生労働科学研究費補助金（移植医療基盤整備研究事業）では、当学会理事長が研

究代表者として研究課題「臓器提供に係る医療者教育に資する研究」を遂行しています。この研究には、
臓器提供に係る医療者教育に必要なマニュアル（法的脳死判定マニュアル、臓器提供を見据えた患者管
理マニュアル）の改訂、および教育研修コース（医学生・初期臨床研修医、小児集中治療、看護、内科
医・外科医および医療者）の開発運用が含まれます。当学会に加えて、日本脳死・脳蘇生学会、日本救
急医学会、日本脳神経外科学会、日本医学放射線学会、日本神経学会、日本臨床神経生理学会、日本麻
酔科学会、日本小児科学会、から推薦されたメンバーで法的脳死判定マニュアル改訂を行なっています。
加えて、臓器提供を見据えた患者管理マニュアルを改訂し、さらに教育研修コースの開発運用を行いま
す。 

 


